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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は、弱いながら持ち直しの動きがみられ

る。需要面では、住宅投資は、下げ止まりつつある。輸出は、持ち直しの動きがみられる。

設備投資は、持ち直しの動きがみられる。観光は、持ち直しが続いている。個人消費は、緩

やかに増加している。公共投資は、増加している。

雇用情勢は、有効求人倍率・新規求人数ともに前年を下回り、弱含んでいる。企業倒産

は、件数、負債総額とも前年を下回った。消費者物価は、３２か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～前年比は２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による3月の景気の

現状判断DI（北海道）は、前月を4．8ポイン

ト下回る47．9と2か月ぶりに低下し、好不況

の分かれ目となる50を下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を1．7ポイント上回る51．4となった。

2月の鉱工業生産指数は95．5（季節調整済

指数、前月比＋3．6％）と2か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲1．4％と2か

月連続で低下した。

業種別では、輸送機械工業、窯業・土石製

品工業、化学・石油石炭製品工業など9業種

が前月比上昇となった。パルプ・紙・紙加工

品工業など4業種が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート 2024年5月号
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３．百貨店等販売額～２４か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：㈳日本自動車販売協会連合会、㈳全国軽自動車協会連合会）

前年同月比（右目盛）移出その他乳製品向け牛乳等向け
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５．生乳生産量～２か月連続で増加

生乳生産量

（資料：農林水産省）

2月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー
ス、前年比＋9．0％）は、24か月連続で前年
を上回った。
百貨店（前年比＋24．5％）は、全ての品目
が前年を上回った。スーパー（同＋6．0％）
は、飲食料品、身の回り品、その他が前年を
上回った。
コンビニエンスストア（前年比＋5．9％）

は、28か月連続で前年を上回った。

2月の乗用車新車登録台数は、10，439台
（前年比▲21．4％）と2か月連続で前年を下
回 っ た 。 車 種 別 で は 、 普 通 車 （ 同
▲24．7％）、小型車（同▲27．2％）、軽乗用車
（同▲11．4％）となった。
4～2月累計では、138，428台（前年比

＋6．8％）と前年を上回っている。内訳は普
通車（同＋13．2％）、小型車（同▲0．1％）、
軽乗用車（同＋5．2％）となった。

2月の生乳生産量は、335，472トン（前年
比＋5．5％）と2か月連続で前年を上回っ
た。内訳は、牛乳等向け（同＋3．9％）、乳製
品向け（同＋5．8％）、その他（同＋0．9％）、
道外への移出（同＋5．9％）となった。
4～2月累計では、3，811，469トン（前年

比▲2．2％）と前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート 2024年5月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～４か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２０２３年度は３年ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか2社）

2月の住宅着工戸数は1，340戸（前年比
＋9．5％）と4か月ぶりに前年を上回った。
利用関係別では、持家（同▲12．1％）、貸家
（同＋59．8％）、給与（同▲34．8％）、分譲
（同▲54．9％）となった。
4～2月累計では、26，190戸（前年比

▲3．3％）と前年を下回った。利用関係別で
は、持家（同▲14．5％）、貸家（同＋11．8％）、
給与（同＋21．2％）、分譲（同▲25．6％）と
なった。

2月の民間非居住用建築物着工床面積は、
31，587㎡（前年比▲53．8％）と2か月連続で
前年を下回った。業種別では、製造業（同
▲70．0％）、非製造業（同▲51．9％）であっ
た。
4～2月累計では、1，201，271㎡（前年比

▲6．3％）と前年を下回った。業種別では、
製造業（同＋139．7％）、非製造業（同
▲18．8％）となった。

3月の公共工事請負金額は1，100億円（前
年比▲7．6％）と8か月ぶりに前年を下回っ
た。発注者別では、市町村（同＋35．5％）は
前年を上回ったが、国（同▲18．1％）、独立
行政法人（同▲59．1％）、道（前年比
▲0．8％）、その他（同▲37．5％）は前年を下
回った。
2023年度では、10，081億円（前年度比
＋11．2％）と前年度を上回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート 2024年5月号
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航空機 ＪＲ 2019年比（右目盛）フェリー
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９．来道者数～２８か月連続で増加

来道者数

（資料：㈳北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２０か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

2月の国内輸送機関利用による来道者数
は、1，037千人（前年比＋13．4％）と28か月
連続で前年を上回った。コロナ禍前の2019年
同月比では＋4．1％となった。輸送機関別で
は、航空機（前年比＋12．8％）、JR（同
＋28．8％）、フェリー（同＋11．8％）となっ
た。
4～2月累計は、12，531千人（同＋21．6％）

と前年を上回っているが、2019年度同期比で
は▲2．7％と下回っている。

2月の道内空港・港湾への外国人入国者数
は、184，486人（前年比＋56．1％）と20か月
連続で前年を上回った。コロナ禍前の2019年
同月比では▲9．5％となった。
4～2月累計は、1，336，390人（前年比

＋255．5％）と前年を上回っているが、2019
年度同期比では▲15．4％と下回っている。

2月の貿易額は、輸出が435億円（前年比
＋68．3％）、輸入が1，255億円（同▲27．0％）
となった。
輸出は、一般機械、自動車などが減少した
ものの、石油製品、船舶、鉱物性タール・粗
製薬品などが増加した。
輸入は、原油・粗油、ウッドチップなどが
増加したものの、石炭、再輸入品、天然ガ
ス・製造ガスなどが減少した。
4～2月累計の輸出は、3，477億円（前年

比▲11．5％）と前年を下回った。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート 2024年5月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が１１か月連続で前年を下回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～２０２３年度の倒産件数が２年連続で増加

企業倒産（負債総額1千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～３２か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

2月の有効求人倍率（パートを含む常用）
は、1．00倍（前年比▲0．08ポイント）と11か
月連続で前年を下回った。
新規求人数は、前年比▲4．6％と12か月連

続で前年を下回った。業種別では、医療・福
祉（同＋5．7％）が前年を上回ったものの、
宿泊業・飲食サービス業（同▲17．6％）、卸
売業・小売業（同▲4．4％）、運輸業・郵便業
（同▲9．7％）などが前年を下回った。

3月の企業倒産件数は、28件（前年比
▲15．2％）であった。業種別では建設業、小
売業、サービス・他が各6件などとなった。
販売不振を原因とした倒産が19件
（67．9％）を占めた。新型コロナウイルス関
連の倒産件数は13件であった。
倒産企業の負債総額は、33億円（同
▲12．0％）と2か月連続で前年を下回った。
2023年度の倒産件数は269件（前年度比
＋25．7％）と2年連続で増加した。

2月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総
合指数）は、108．0（前月比＋0．2％）となっ
た。前年比は＋3．4％と32か月連続で前年を
上回った。
石油製品の価格は調査基準日（2月10日）
時点で、灯油価格が119．0円／ℓ（前月比
＋1．3％、前年同月比＋3．9％）、ガソリン価
格が171．0円／ℓ（前月比▲1．2％、前年同月
比＋4．9％）であった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート 2024年5月号
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２４年１～３月期 実績

全産業の売上DI（△9）、利益DI（△
15）はともに2期連続でのマイナスかつ
マイナス幅拡大となった。業種別にみる
と、ホテル・旅館業、運輸業は売上
DI・利益DIともにプラス、鉄鋼・金属
製品・機械製造業、食料品製造業は売上
DIプラス、木材・木製品製造業、小売
業など4業種は売上DI・利益DIともに
マイナスとなった。

２．２０２４年４～６月期 見通し

前期に比べ、全産業の売上DI（＋4）
は13ポイント改善し3期ぶりにプラス転
換の見通し。利益DI（△5）は10ポイ
ントの改善ながら3期連続マイナス圏が
続く見通し。利益DIは、ホテル・旅館
業、運輸業、鉄鋼・金属製品・機械製造
業がプラス圏を維持、卸売業がマイナス
圏を脱出する見通し。地域別では、札幌
市だけが3期ぶりに売上DI、利益DIと
もにプラス圏に転換する見通し。

項 目
2021年
1～34～67～910～12

2022年
1～34～67～910～12

2023年
1～34～67～910～12

2024年
1～34～6

見通し
売上DI △32 △3 △12 △2 △8 11 13 12 17 10 17 △1 △9 4
利益DI △30 △8 △16 △15 △21 △4 △4 △3 △3 △5 3 △7 △15 △5

定例調査

売上DI、利益DIとも２期連続マイナスと停滞感強まる
第９２回 道内企業の経営動向調査
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＜図表2＞業種別の要点

要 点
（2024年1～3月期実績）

2023年
4～6

2023年
7～9

2023年
10～12

2024年
1～3

2024年
4～6

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全 産 業 売上DI・利益DIともに2期連続
マイナスとなり停滞感強まる。

売上ＤＩ 10 17 △1 △9 △7 4
利益ＤＩ △5 3 △7 △15 △13 △5

製 造 業 売上DIは2期連続マイナス、利益
DIは2期連続マイナス幅が拡大。

売上ＤＩ 12 10 △3 △11 △11 6
利益ＤＩ △15 △7 △11 △19 △16 △1

食 料 品 水産加工業、製菓製造業の利益
DIが低下。

売上ＤＩ 51 47 30 10 21 10
利益ＤＩ 5 11 △3 △17 △9 △10

木 材 ・ 木 製 品 木製品製造業が5期ぶりに売上DI・
利益DIともにマイナス圏に低下。

売上ＤＩ △21 △33 △36 △50 △19 △21
利益ＤＩ △25 △19 △29 △54 △15 △17

鉄鋼・金属製品・
機械

金属製品製造業はマイナス幅縮
小、機械製造業はプラス幅拡大。

売上ＤＩ 8 △2 △3 3 △35 9
利益ＤＩ △14 △21 △3 0 △27 6

非 製 造 業 売上DIは8期ぶりにマイナス圏
に低下。

売上ＤＩ 8 20 0 △8 △6 4
利益ＤＩ 0 8 △6 △13 △11 △6

建 設 業 土建、設備工はマイナス圏続く。職別工、
住宅は前回のマイナス見通しから上向く。

売上ＤＩ △5 3 △7 △8 △19 1
利益ＤＩ △13 △6 △14 △15 △24 △14

卸 売 業 機械卸はプラス圏維持。食品卸はマイナ
ス幅縮小。資材卸は4期連続マイナス。

売上ＤＩ △4 9 △11 △13 △13 4
利益ＤＩ △11 4 △17 △9 △19 0

小 売 業 食品小売（含む大型店）はプラス圏維持。
燃料、自動車小売は大きくマイナス。

売上ＤＩ 13 28 △10 △28 △10 △3
利益ＤＩ △11 7 △13 △33 △13 △17

運 輸 業 旅客運輸業は堅調に推移。貨物運
輸業の利益DIはマイナス幅が縮小。

売上ＤＩ 14 30 11 4 15 12
利益ＤＩ 11 9 19 4 0 8

ホテル・旅館業 前回見通しを下回ったものの、都市ホ
テル、観光ホテルともに堅調に推移。

売上ＤＩ 88 93 73 35 60 18
利益ＤＩ 88 87 53 24 60 12

＜図表3＞地域別業況の推移

2021年
7～9

2021年
10～12

2022年
1～3

2022年
4～6

2022年
7～9

2022年
10～12

2023年
1～3

2023年
4～6

2023年
7～9

2023年
10～12

2024年
1～3

2024年
4～6

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △12 △2 △8 11 13 12 17 10 17 △1 △9 △7 4
利益ＤＩ △16 △15 △21 △4 △4 △3 △3 △5 3 △7 △15 △13 △5

札 幌 市
売上ＤＩ △3 4 △11 11 15 19 18 12 22 △2 △2 △3 12
利益ＤＩ △10 △6 △21 0 3 3 3 △1 11 △5 △5 △8 2

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △18 △5 △9 17 17 19 27 27 24 8 △10 4 7
利益ＤＩ △18 △17 △25 △9 △5 3 △1 △1 6 △3 △15 △3 △3

道 南
売上ＤＩ △29 △20 △19 24 24 34 17 5 33 13 △8 △18 △3
利益ＤＩ △32 △34 △44 △5 △8 △3 △9 0 7 △10 △16 △33 △11

道 北
売上ＤＩ △8 4 8 11 0 2 8 0 5 △9 △22 △20 0
利益ＤＩ △18 △9 △3 7 △11 △7 △12 △16 △2 △5 △31 △15 △11

道 東
売上ＤＩ △18 △3 △9 △8 6 △12 11 △4 △3 △10 △10 △11 △8
利益ＤＩ △16 △27 △19 △15 △9 △17 △5 △10 △15 △18 △19 △22 △12

定例調査
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＜図表4＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械製造業

ホテル・旅館業建設業

定例調査
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＜図表6＞利　益

＜図表5＞売　上

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

10 17 △ 1

12 10 △ 3

51 47 30

△21 △33 △36

8 △ 2 △ 3

△15 14 △20

8 20 0

△ 5 3 △ 7

△ 4 9 △11

13 28 △10

14 30 11

88 93 73

12 26 5

23/4～6
売上DI

23/7～9
売上DI

23/10～12
売上DI 売上DI 売上DI

△ 5 3 △ 7

△15 △ 7 △11

5 11 △ 3

△25 △19 △29

△14 △21 △ 3

△45 5 △20

0 8 △ 6

△13 △ 6 △14

△11 4 △17

△11 7 △13

11 9 19

88 87 53

7 11 △ 7

23/4～6
利益DI

23/7～9
利益DI

23/10～12
利益DI 利益DI 利益DI

△ 9

△11

10

△50

3

△20

△ 8

△ 8

△13

△28

4

35

△ 8

△15

△19

△17

△54

0

△11

△13

△15

△ 9

△33

4

24

△24

4

6

10

△21

9

25

4

1

4

△ 3

12

18

3

25 不変 41 減少 34

25 39 36

31 48 21

8 34 58

29 45 26

30 20 50

25 42 33

19 54 27

23 41 36

19 34 47

39 26 35

59 17 24

23 46 31

24 不変 56 20

24 58 18

24 62 14

8 63 29

27 55 18

40 45 15

24 56 20

19 63 18

21 62 17

29 39 32

31 50 19

42 34 24

21 61 18

△ 5

△ 1

△10

△17

6

21

△ 6

△14

0

△17

8

12

△ 5

23 不変 39 減少 38

23 35 42

21 41 38

8 30 62

31 38 31

31 27 42

23 41 36

19 47 34

23 45 32

17 33 50

36 32 32

53 18 29

16 44 40

18 不変 59 23

22 55 23

14 62 24

13 57 30

25 56 19

42 37 21

17 60 23

10 66 24

17 66 17

20 43 37

27 54 19

41 30 29

11 73 16

2024/1～3実績（n=358） 2024/4～6見通し（n=356）

2024/1～3実績（n=353） 2024/4～6見通し（n=353）

※四捨五入の関係から合計が100とならない場合がある。

増加 増加 減少

増加 増加 減少

定例調査
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＜図表7＞資金繰り
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製　　造　　業

食　料　品
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そ　の　他
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建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業
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そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品
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そ　の　他

非　製　造　業
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卸　売　業
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運　輸　業
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＜図表8＞短期借入金の難易感
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△ 4
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4 86 10
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92 8

3 88 9

5 85 10

6 89 5

4 93 3

4 94 2

11 81 8

8 80 12

24 70 6

92 8

5 不変 89 6

6 81 13

3 84 13

83 17

6 82 12
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2024/1～3実績（n=357） 2024/4～6見通し（n=351）

2024/1～3実績（n=354） 2024/4～6見通し（n=351）

好転 悪化 好転 悪化

容易 困難 容易 困難

定例調査
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＜図表10＞設備投資

＜図表9＞在　庫
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

＜図表12＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）
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＜図表13＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

⑴人手不足（66％） ＋1 4期連続で上昇。製造業（62％）は6ポイント上昇、非製造業
（67％）は2ポイント低下。

⑵原材料価格上昇（60％） △3 4期連続で低下。製造業（68％）は3ポイント低下したが、食料品製造業（79％）は8ポイント上昇し
た。非製造業（56％）は4ポイント低下するも、ホテル・旅館業（76％）が16ポイントと大きく上昇した。

⑶諸経費の増加（53％） ＋3 製造業（54％）は2ポイント、非製造業（53％）は4ポイントそれぞれ上
昇した。卸売業（58％）のほか4業種が上昇しており負担感が増している。

⑷人件費増加（48％） ＋2 7期連続で上昇。製造業（45％）は4ポイント、非製造業（49％）は1ポイントそれ
ぞれ上昇した。特に卸売業（53％）は19ポイント上昇するなど負担感が増している。

⑸売上不振（28％） ＋1 製造業（34％）は1ポイント低下するも、木材・木製品製造業（63％）が13ポイントと大きく上昇。
非製造業（26％）は3ポイント上昇。特にホテル・旅館業（29％）が22ポイントと大きく上昇した。

⑹過当競争（20％） ＋6 製造業（17％）は6ポイント、非製造業（22％）は7ポイントそれぞれ上昇した。建設業（29％）は
12ポイント、食料品製造業（21％）、木材・木製品製造業（17％）は8ポイントそれぞれ上昇した。

＜図表14＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配付し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第９２回定例調査（２０２４年１～３月期実績、２０２４年４～６月期見通し）
回答期間：２０２４年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

⑴人手不足
① ② ① ② ② ① ① ① ① ② ①
66 62 62 67 58 62 67 74 45 68 81 71 74
（65）（56）（65）（73）（44）（43）（69）（78）（49）（59）（89）（67）（77）

⑵原材料価格上昇
② ① ① ① ① ② ② ② ③ ② ① ②
60 68 79 38 67 90 56 56 55 51 58 76 51
（63）（71）（71）（45）（74）（95）（60）（63）（60）（51）（56）（60）（62）

⑶諸経費の増加
③ ③ ③ ③ ③ ② ③ ③ ① ② ③ ③
53 54 66 46 45 62 53 48 58 62 54 53 46
（50）（52）（61）（50）（41）（57）（49）（44）（42）（59）（67）（53）（46）

⑷人件費増加
② ③ ③ ③

48 45 69 29 42 33 49 48 53 49 42 65 44
（46）（41）（65）（23）（35）（33）（48）（48）（34）（54）（48）（80）（51）

⑸売上不振
②

28 34 14 63 30 33 26 24 32 35 19 29 15
（27）（35）（19）（50）（38）（38）（23）（27）（25）（26）（22）（7）（18）

⑹過当競争 20 17 21 17 6 29 22 29 23 24 4 24 15
（14）（11）（13）（9）（9）（14）（15）（17）（19）（21）（7）（20）（3）

⑺設備不足 9 17 17 17 18 14 5 1 6 11 4 6 8
（7）（16）（19）（9）（15）（19）（4）（1）（6）（5）（4）（13）（3）

⑻資金調達 7 10 14 13 9 5 6 5 4 5 15 6 3
（7）（8）（13）（9）（6）（5）（6）（5）（2）（10）（11）（13）（3）

⑼販売価格低下 5 7 0 21 6 5 4 1 6 11 0 6 3
（5）（7）（6）（14）（3）（10）（4）（2）（6）（10）（0）（7）（0）

⑽価格引き下げ要請 3 2 0 4 3 0 4 5 2 3 8 0 3
（2）（4）（3）（－）（3）（10）（2）（2）（6）（－）（－）（－）（－）

⑾代金回収悪化 1 0 0 0 0 0 2 0 2 8 0 0 3
（1）（1）（3）（－）（－）（－）（1）（－）（2）（3）（－）（－）（－）

⑿その他 1 2 0 0 6 0 1 0 2 3 0 0 0
（2）（2）（－）（－）（3）（5）（2）（4）（4）（－）（－）（－）（－）

＜図表15＞当面する問題点（複数回答）
（n＝359） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３６０ １００．０％
札幌市 １３２ ３６．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７３ ２０．３
道 南 ３７ １０．３ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５８ １６．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６０ １６．７ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９２ ３６０ ５２．０％
製 造 業 １９７ １０８ ５４．８
食 料 品 ６８ ２９ ４２．６
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２４ ７７．４
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３４ ５６．７
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ４９５ ２５２ ５０．９
建 設 業 １３９ ８０ ５７．６
卸 売 業 ９８ ５３ ５４．１
小 売 業 ９４ ３７ ３９．４
運 輸 業 ５０ ２６ ５２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １７ ５１．５
その他の非製造業 ８１ ３９ ４８．１

業種別回答状況
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今回の調査では、原材料価格、諸経費の増加に対する価格転嫁が十分にできないながら

も、利益確保を目指して粘り強く値上げ交渉を続ける姿勢がみられました。

また、働き手不足による販売機会の損失を減らすため、新たなシステムの導入や自動化・

省力化による業務効率の改善を進めていくとの声が聞かれました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜水産加工業＞ 中国向け製品が作れないた
め、売上減が必至である。今後は国内の販売
先を開拓したい。（道南）

＜水産加工業＞ 原料価格が上がっているの
に値上げしにくい雰囲気にある。原料が入手
しにくくなっている面も感じられる。（道南）

＜食料品製造業＞ 売上は前年比プラスで推
移しているものの、原材料及び光熱費の高騰
で利益の減少が顕著になっている。来客数は
インバウンドが増加傾向にある一方で、国内
客の伸びが小さい。今後は原価管理を強化し
ながら適正価格を検証し、商品の値上げを行
う予定であるが、取引先との契約もあり、納
品価格の改定は早くても3か月後からにな
る。（道南）

＜食肉加工業＞ 売上は全国旅行支援が終了
したこともあり、落ち着きを見せている。利
益は一部原材料の値下がりもあり、前期より
も好調である。問題点は、他業界や他社と同
様に人材の確保が以前ほどできないこと、肉
の輸入先国の事情で仕入価格が乱高下するこ
とである。人材確保は、今後も改善されるこ
とは無いとみており、省力化を図るべく設備
投資を行っていきたい。仕入は突発的な事態
に対応できるよう輸入量を考えて発注してい
きたい。（道北）

＜家具製造＞ 1月に価格改定を行ったた

め、受注量が減少しており、4～5月も影響
が続くことを懸念している。今後は、首都圏
を中心とした地域でのイベントやフェア参
加、製品の出荷リードタイム短縮により販売
強化を行っていく。（道北）

＜製材業＞ 木造向け製品の不振が続いてい
るが、弊社メインのRC造向け製品は横ばい
状態である。今後は本州方面での販売強化に
力を入れていく。（道央）

＜鉄鋼製造＞ 地元の案件数は相変わらず不
足しており、元請では過当競争となってい
る。下請業者も疲弊しており、賃上げも難し
い状況にある。今後、一層先細りしていく見
通しであり、自社の特徴を活かせるような案
件に絞っていくしかない。（道東）

＜金属製品製造業＞ 原材料費が高止まりし
ているが、簡単に値上げは認めてもらえな
い。賃上げムードでかなりの額の引き上げも
報道でみられるが、弊社には厳しい額であ
る。今後は新分野に挑戦し、新商品を5月以
降に販売する予定である。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 販売価格の値上げはで
きても、住宅着工戸数の減少により、売上本
数が低下している。今後は生産性を向上させ
ていきたい。（道央）

＜機械器具製造業＞ 来年度の受注は計画ど
おりに確保できるとみられるが、資材高騰分

経営のポイント

物価高のなか利益確保を模索
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

を売価に転嫁できていないことが課題であ
る。トラック・自動車メーカーからの車体供
給が流動的なことも、製造工程に大きく影響
している。今後はユーザーとの価格交渉を継
続するとともに、トラック・自動車メーカー
との連携を密にして工程管理を徹底したい。
（札幌）

＜プラスチック製品製造業＞ 原材料価格や
電力料金、さらには2024年問題に伴い運送費
も高騰している。そのため、製品価格に転嫁
すべく営業活動を強化するとともに、製造面
での合理化・コストダウンを図っていく。（道
央）

＜印刷業＞ 原材料費上昇が収まらないた
め、利益をなかなか得られない。今後は販売
価格への転嫁を進めていきたい。（札幌）

＜印刷業＞ 紙媒体離れが確実に進んでいる
状況であり、弊社もこれまで以上にWEB、
SNS、動画等の技術力を向上させていくた
め、人材教育に力を入れている。また、弊社
の技術力が市場に認知されるよう広範囲の営
業活動を実地している。（札幌）

＜皮革製品製造業＞ 原材料や諸経費の増加
分を100％商品に転嫁できず、利幅が減少傾
向にある。今後は、一時的に必要資金が増加
するが、新たな市場開拓に向けて直営店を増
設することを考えている。（道北）

＜建設業＞ 社内の問題点として、現場従事
者の高齢化が挙げられる。入職者も少なく、
現場の大型化・IT化により高齢者では付い
ていくのが厳しくなってきている。現場での
複数人配置が必要になっていることから、若
年者を増員したいが、難しい状況にある。業
界や会社のイメージアップを図り、若年者が
入職しやすい環境づくりを推進していくしか
ないと考える。（道北）

＜土木工事業＞ 個人戸建て住宅の着工件数
の減少に伴い、工事棟数、生コン出荷数量と
もに減少傾向にある。販売価格の値上げによ
り、売上・利益はともに昨年並みを維持して
いるが、今後の販売量減少を危惧している。
グループ全体での収益性向上に取り組んでお
り、社内体制、人員配置の見直しにより生産
性の向上を図るとともに、仕入単価、諸経費
をゼロベースで見直し、収益性の改善を図っ
ている。（道央）

＜住宅建築業＞ 原価高騰対策として年度後
半から価格見直しを行っており、それにより
利益率が好転し、今期は好決算が見込まれ
る。一方、年度後半からの誘客が思いの外進
まず、来期後半戦の売上がいまだ十分でない
状況にある。新築客数が伸びていないことか
ら、今後は、中古住宅の耐震化や省エネ化な
ど、リノベーション工事の受注、住宅の買取
再販に取り組むことを予定している。（道央）

＜電気工事業＞ 官公庁工事は堅調、民間工
事は大型受注案件があり、今後の受注につい
ても増収の見込みである。ただし、人員の不
足感があり、厳しい状況にある。投資面で
は、引き続き人材確保・育成を継続し、社内
全体的なDX推進と技術向上に努め、人手不
足対応と売上・利益の確保を行っていく。（札
幌）

＜鉄筋工事業＞ 予定していた事業の遅れが
深刻である。半導体関連の工事が始まった
が、札幌中心部で見直しとなった大型案件を
補うまでには至っていない。1～3月期は前
年比で増収増益見通しだが、その後は深刻な
状況が見込まれる。本州案件で穴埋めするし
かないが、単価が良くないことが予想され
る。（道央）

＜食料品卸売業＞ 物価高騰に伴い、来期は
従業員給与のベースアップを予定しており、
人件費を含めた諸経費の金額が増加し、利益

経営のポイント
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７．小売業

８．運輸業

を圧迫する可能性がある。販売価格や手数料
等を見直しするなど、利益確保の方法を模索
している。（札幌）

＜食肉卸売業＞ 売上はコロナ前と変わらな
い程度まで回復したが、原材料の価格上昇に
より価格の見直しが必要である。また、人手
不足のため、今後は作業の自動化や事務作業
のシステム導入を予定している。（道東）

＜工業用品卸売業＞ 売上は前年比で若干の
減収だが、価格転嫁により粗利益率が若干上
昇したため、人件費、諸経費の増加分をカ
バーしている。ただし、来期以降も人件費及
び諸経費の増加が続く見込みであり、仕入先
からの再値上げ、再々値上げも続いており、
更なる販売価格への転嫁が重要である。（札
幌）

＜機械器具卸売業＞ 値上げの効果もあっ
て、売上・利益ともに増加した。一方で、後
継者難で顧客の廃業が増加傾向にあり、先行
きについて楽観視できない状況にある。（札
幌）

＜鋼材卸売業＞ 販売不振は2024年度も続く
と思われる。資材高騰による値上げにより、
売上高は確保しているが、販売量が減ってお
り、決して良い状況にはない。新たな商品群
を考え、落ち込みを補うよう努力するしかな
い。（道東）

＜食料品小売業＞ 2023年12月頃から高価格
商品の需要減少が目立ってきており、2024年
1～2月も傾向は変わらず売上確保に苦慮し
ている。一方、単価は低いものの、簡便商品
の需要が伸びてきていることは好材料であ
る。今後は付加価値商品のラインナップ拡大
と知名度向上を推進したい。（道東）

＜酒小売業＞ 物価高騰に伴う節約志向が定
着しているなか、能登半島地震による自粛

ムードも加わり、大規模宴会の需要が伸び
ず、売上が前年同期から大きく増加すること
はなかった。雪まつりの本格的な再開、イン
バウンド客の増加も売上増加にはつながらな
かった。ワイン・ウィスキー等の輸入商品に
ついて、中東地域での海賊行為により紅海経
由路線を使えないことで品薄状態となり、販
売機会を捉えられていない面もある。輸入商
品は、代替品の提案を積極的に行うことで、
得意先の理解も得られてきている。ゴールデ
ンウィーク以降は大型イベントがあるため、
売上増加が期待できる。（札幌）

＜釣具販売店＞ 一時のアウトドアブームが
去り、売上の減少傾向がみられるようになっ
ている。じわじわと仕入れ価格が上がってい
ることに加えて、労働環境改善の一環で公休
を増やしたことで人件費の負担も増してお
り、収益環境は一層厳しくなっている。思い
切って赤字店舗を閉店した上で、新規店舗を
模索するなどして、売上の維持、収益確保に
繋げていきたい。（札幌）

＜自動車販売店＞ 大手自動車メーカーの不
正問題の影響で、予定していた車両が生産さ
れず、売上が上がらない。今後は中古車と整
備、保険の販売を中心にして、新車販売の落
ち込みをカバーしていく。（道東）

＜貨物運輸業＞ 2024年問題への対策とし
て、価格改定をさらに進めていきたい。ま
た、改善基準告示（自動車運転者の労働時間
等の改善のための基準）の遵守と社員の理解
を得ることも重要である。（札幌）

＜貨物運輸業＞ 消費財の値上げにより需要
が減少しており、輸送量が減少するといった
影響がみられる。また、2024年問題への対
応、建築資材の高騰や人手不足による納期の
遅延なども問題点として挙げられる。今後に
向けては、既存または新たな設備を活用した
輸送の更なる効率化、釧路港の利用促進に向
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９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

けたセールスを行っていきたい。（道東）

＜貨物運輸業＞ 2024年問題の影響を注視し
ている。今後に向けては、積載効率アップを
進めていきたい。（札幌）

＜旅客運輸業＞ インバウンドの需要回復、
一部エリアの運賃改定により、収入は回復し
てきたが、燃料価格の高止まりや人件費の上
昇、運転者不足など、課題も多い。今後に向
けて、他エリアの運賃改定、路線の見直しを
計画している。（道央）

＜観光ホテル＞ インバウンド好調により順
調な経営状況にある。今後に向けて、国内客
も増加するような施策を行っていきたい。（道
央）

＜観光ホテル＞ 原価、人件費、原油価格の
高騰の影響を引き続き受けている。価格転
嫁、高付加価値化を進め、単価引き上げによ
り売上高は増加しているものの、利益確保が
難しい状況にある。今後については、省力
化、システム化による業務効率の改善を図っ
ていく予定。また、付加価値を高めることで
更なる単価上昇を狙っていきたい。（道北）

＜観光ホテル＞ 直近2年はコロナ禍からの
回復を見据え売上増加と人員拡充を優先して
運営しており、今期は黒字着地が見込まれ
る。今後は質の向上を主眼に各セグメントの
粗利益率改善と従業員の能力向上に取り組み
たい。（道北）

＜物品賃貸＞ 建築関係からの受注は好調だ
が、いかに利益、成果を出すかが業界の課題
となっている。取引先や顧客からの理解が必
要なため、今後については値上げ幅の設定が
キーポイントとなる。（道央）

＜建築設計業＞ 公共事業、民間事業の施設

新設や更新の計画等に関する相談、依頼は多
いが、工事費の高騰で実際に事業が実施でき
るかは不透明であり、安定した売上が見通せ
ない。今後は収益を重視して営業に取り組ん
でいきたい。（札幌）

＜自動車整備業＞ 1～2月は中古市場の動
きが悪い。今後については、自動車産業に対
する社会的な不信感の影響が未知数である。
ユーザーに対して、点検や各種の案内を強化
していくとともに、サービス内容を見直すこ
とを予定している。（道央）

＜自動車整備業＞ 仕事は順調に入ってきて
いるが、仕事をこなせる熟練工が不足してい
る。ベトナムからの実習生の一部が一時帰国
していることもあって、仕事が進まない状況
にある。今後については、鉄くずを売却する
予定のため、売上及び利益が増加することが
見込まれる。（道北）

＜ソフトウェア開発＞ 需要はあるものの、
人手が追い付かない状況にある。今後に向け
て、中途人材の確保が重要課題となってい
る。（札幌）

＜飲食店＞ 売上、利益はコロナ禍の時期と
比べて増えてきているが、働き手不足が顕著
である。人件費の上昇、物価の高騰等が問題
点となっている。（札幌）

＜廃棄物処理業＞ 処理価格の値上げ効果に
より増収増益を確保しているが、適正人材の
確保と維持費用及び諸経費が増加しており、
生産性向上が今後の課題となっている。生産
体制や処理工程の見直し、機械化を検討し、
生産性向上を図っていきたい。また、将来的
に売上の減少が予想されるため、販路拡大は
もとより新規事業展開も検討していきたい。
（道央）
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はじめに
「働き方改革」とは労働者が、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、自分で「選択」で
きるようにするための改革です。
長時間労働は、健康の確保を困難にするとともに、仕事と家庭生活の両立を困難にし、少子化
の原因、女性のキャリア形成を阻む原因、男性の家庭参加を阻む原因となっています。
長時間労働を是正することによって、ワーク・ライフ・バランスが改善し、女性や高齢者も仕
事に就きやすくなり労働参加率の向上に結びつきます。
このため、今般の働き方改革の一環として、労働基準法が改正され、時間外労働の上限が法律
に規定されました。
これまでの限度基準告示による上限は、罰則による強制力がなく、また特別条項を設けること
で上限なく時間外労働を行わせることが可能となっていました。今回の改正によって、罰則付き
の上限が法律に規定され、さらに、臨時的な特別な事情がある場合でも上回ることのできない上
限が設けられました。
時間外労働の上限規制は、大企業で2019年4月から、中小企業では2020年4月から既に適用さ

れています。また、2023年4月からは、中小企業にも、月60時間を超える時間外労働に関して
50％以上の割増賃金を支払うことが義務付けられるようになり、時間外労働に関する規制がより
厳しくなっています。
一方、建設事業、自動車運転の業務、医師については、長時間労働の背景に、業務の特性や取
引慣行の課題があることから、時間外労働の上限規制の適用が5年間猶予されてきましたが、
2024年3月末をもって猶予期間が終了し、適用されることとなりました。
長時間労働が是正されることにより健康被害や労働災害、交通事故の削減など労働環境の改善
が進展することが期待できる一方で、人手不足による工期の長期化や業務の停滞などの諸問題、
いわゆる「2024年問題」が懸念されています。
本稿では、2024年4月からの時間外労働上限規制の変更点や対応上の留意点を中心に解説しま

す。

1．時間外労働の上限規制について
時間外労働の上限は、原則として、月45時間・年360時間となり、臨時的な特別な事情がある

場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を
限度に設定する必要があります。また、原則である月45時間を超えることができるのは、年6か
月までです。
上限規制に違反した場合には、罰則（6か月以下の懲役または30万円以下の罰金）が科される
恐れがあります。

時間外労働の上限規制（２０２４．４）
社会保険労務士法人 むらずみ総合事務所

社会保険労務士 谷上 隆雄

経営のアドバイス

ｏ．331（カラー）　ＯＴＦ　175線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／019～025　経営のアドバイス 2024.04.17 11.25.57 Page 19



経営のアドバイス

― ２０ ―ほくよう調査レポート 2024年5月号

【図1】時間外労働の上限規制

（厚生労働省「時間外労働の上限規制 わかりやすい解説」より）

事業・業務 猶予後の取扱い（2024年4月1日以降）

建設事業
・災害時における復旧・復興の事業を除き、上限規制がすべて適用
・災害時における復旧・復興の事業には、休日労働とあわせて月100時間
未満、複数月平均80時間以内の適用なし

自動車運転の業務
・年上限960時間（休日労働を含まない）
・月45時間超の上限回数なし
・休日労働とあわせて月100時間未満、複数月平均80時間以内の適用なし

医師

・年上限960時間（休日労働含む）
・指定医療機関は年上限1，860時間（休日労働含む）
・月45時間超の上限回数なし
・休日労働とあわせて月100時間未満（例外あり）
・休日労働とあわせて複数月平均80時間以内の適用なし

鹿児島県及び沖縄県
における砂糖製造業

・上限規制がすべて適用

【表1】猶予適用事業・業務と猶予後の取扱い

2．適用猶予事業・業務の時間外労働の上限規制
以下の事業・業務については、上限規制の適用が5年間猶予されていました。
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（1）建設事業
建設事業は、2024年4月1日から時間外労働の上限規制が適用され、時間外労働の上限につい
て、月45時間・年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100
時間未満（休日労働を含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度に設定する必要があり
ます。
ただし、災害時の復旧・復興事業に限り、時間外労働と休日労働の合計について、単月100時
間、複数月平均80時間以内の適用はありません。時間外労働が年720時間以内、月45時間を超え
ることができるのは年6か月まで、とする限度は適用されます。

（2）自動車運転の業務
自動車運転の業務は、2024年4月1日から時間外労働の上限規制が適用され、時間外労働の上
限について、月45時間・年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年960時間
（休日労働を含まない）を限度に設定する必要があります。
なお、トラックドライバー等の自動車運転の業務に関しては、他業種で義務付けられている

「単月100時間未満の時間外労働」や「複数月平均の時間外労働が80時間以内」、「月の時間外労働
時間45時間を超えることができるのは年6か月まで」という規制は適用されません。
また、自動車運転の業務に従事する労働者は、別途、運転時間や勤務間インターバルについて
定めた「改善基準告示」を遵守する必要があります。この基準は、労働基準法では規制しにくい
拘束時間・休息期間・運転時間の考え方やその上限等を定めたものです。なお、拘束時間とは、
労働時間と休憩時間（仮眠時間を含む）の合計時間、すなわち、始業時刻から終業時刻までの使
用者に拘束される全ての時間をいい、休息期間とは、使用者の拘束を受けない時間をいいます。
改正後、トラックドライバーは、1年の拘束時間は3，300時間以内、1か月の拘束時間は284時

間以内、1日の拘束時間は原則13時間以内で上限が15時間以内という、新たな基準が適用されま
す。ただし、繁忙期の対応を考慮して、6か月までは労使協定により1年3，400時間を超えない
範囲で、1か月310時間まで延長可能ですが、この場合には284時間超は連続3か月まで、1か月
の時間外・休日労働時間数は100時間未満になるよう努める必要があります。
1日の休息期間は、勤務終了後、継続して11時間以上を基本として9時間を下回ってはならな
いこととなりました。ただし、宿泊を伴う長距離輸送の場合は、運行終了後に12時間以上の休息
を与えれば、週2回までは8時間以上とすることができます。
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【図2】トラック運転の業務に関する2024年4月以降の労働時間上限規制

（厚生労働省「自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト」より）

【図3】36協定締結上の留意点

月45時間超の時間外・休日労働が見込まれるか？

＜見込まれない＞ ＜見込まれる＞

協

定

事

項

一般条項として
・時間外・休日労働させることができる
場合
・その場合の労働者の範囲や人数
・1日／1か月／1年の時間外労働時間
数の限度等

特別条項として
・月45時間を超える場合における月／年の時
間外・休日労働時間数
・月45時間を超えることができる回数等
・限度時間を超えた場合の割増賃金率
・限度時間を超えて労働させる場合の手続き
・健康・福祉を確保する措置

3．36協定締結上の留意点
労働基準法では、原則として、労働時間は1日8時間および1週40時間以内で、休日は少なく
とも週1日または4週4日以上と定められています。時間外労働や休日労働をさせるためには、
使用者と労働者の代表者とで「36協定」を締結し管轄の労働基準監督署へ届出することが必要で
す。
また、臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わなければならない特別の事情が予想される
場合には、「特別条項付き36協定」を締結する必要があります。
「36協定」を締結しないまま、時間外労働や休日労働をさせた場合は労働基準法違反となりま
す。
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【図4】労働者の年齢階層別構成比の推移

（総務省「労働力調査」より）

時間外労働や休日労働は必要最小限にとどめられるべきものであり、使用者は「36協定」の範
囲内であっても労働者に対する安全配慮義務を負い、労働時間が長くなるほど過労死との関連性
が強まることに留意する必要があります。
時間外労働の上限規制が猶予されていた事業・業務についても、2024年4月1日以降に締結す
る「36協定」から書式が変更となりました。

4．2024年問題
（1）建設事業
時間外労働の720時間上限規制が適用され、労働時間が短くなることで一人当たりの作業時間
が短くなり、工期が長くなる可能性が懸念されており、「建設業の2024年問題」といわれていま
す。
建設業労働者は、2022年には55歳以上が約36％、29歳以下が約12％と、全産業と比べ高齢化率

が著しく高くなっており、若年者の入職促進と定着による円滑な世代交代が不可欠です。

また、人手不足も顕著で、2023（令和5）年12月の北海道の有効求人倍率が1．04であるのに対
して、建設・土木作業員は4．34、自動車運転手は2．22です。
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月間有効求人倍率 月間有効求人数 月間有効求職者数

職業計 1．04 82，309 79，039

建設・土木作業員 4．34 2，158 497

自動車運転手 2．22 4，085 1，841

【表2】道内の雇用状況（2023（令和5）年12月）

（北海道労働局 令和5年12月「職種別、求人・求職・賃金状況」より）

不足する輸送能力の割合
不足する営業用トラックの

輸送トン数

2024年度 14．2％ 4．0億トン

2030年度 34．1％ 9．4億トン

【表3】物流の2024年問題が輸送能力に与える影響

（「持続可能な物流の実現に向けた検討会」資料より）

長時間労働の改善には、「適正な工期の確保」、「週休2日の確保」や「設計変更等により当初
契約時の工期では施工が難しくなる場合に際しての工期延長等の契約条件の見直し」など、将来
の担い手確保の観点からも働き方改革の推進が必要です。

（2）自動車運転業務
トラックドライバーの時間外労働の960時間上限規制と改善基準告示の改正が適用され、労働
時間が短くなることで輸送能力が不足し、「モノが運べなくなる」可能性が懸念されており、「物
流の2024年問題」といわれています。
労働時間が長いとされるトラック事業については、労働時間が制限されることで、①1日に運
ぶことができる荷物の量の減少、②トラック事業者の売上・利益の減少、③ドライバーの収入の
減少、④収入の減少による担い手不足などが懸念されています。
2024年問題に対して何も対策を行わなかった場合には、営業用トラックの輸送能力が2024年に
は14．2％さらに2030年には34．1％不足する可能性があると試算されています。

物流の2024年問題を回避するには「荷待ち・待機時間の削減」「手荷役作業の削減」「再配達の削
減」などによるドライバーの労働時間改善対策が必要です。
国土交通省は、運賃水準の8％引き上げや荷役の対価等を加算した、新たなトラックの標準的
運賃を告示し、トラックの標準的運賃について、荷主等への周知・徹底を強化するとともに、荷
待ち・荷役に係る費用、燃料高騰分、下請けに発注する際の手数料等も含めて、ドライバーの賃
上げの原資となる適正運賃を収受できる環境整備に取り組んでいます。
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おわりに
働き方改革による時間外労働の上限規制を遵守するには、労働時間の管理を適切に行うことが
重要となります。そのうえで、締結・届出を行った36協定の内容を遵守するよう日々の労働時間
を管理することが必要です。
労働時間の管理については、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する
ガイドライン」で、「原則としてタイムカード、ICカード、パソコンの使用時間の記録等の客観
的な記録を基礎として確認し、適正に記録すること」とされており、労働者の労働日ごとの始
業・終業時刻を確認し、把握しなければなりません。
時間外労働が上限を超えそうな場合は、事前の通達や業務の見直し、システムの導入等による
効率化も欠かせません。
上限規制に違反した場合は罰則（6か月以下の懲役または30万円以下の罰金）が科される恐れ
もあります。適切に管理できる体制を整えることで、労働環境の改善につなげていくことが重要
です。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2019年度 111．7 △4．9 110．2 △3．5 110．1 △5．2 110．4 △3．5 101．3 2．4 101．0 2．4
2020年度 99．6 △10．8 99．7 △9．5 100．0 △9．2 99．7 △9．7 80．8 △20．2 91．2 △9．7
2021年度 106．1 6．5 105．2 5．5 106．4 6．4 103．8 4．1 81．3 0．6 98．4 7．9
2022年度 100．4 △5．4 104．9 △0．3 100．6 △5．5 103．7 △0．1 86．4 6．3 100．6 2．2

2022年10～12月 99．8 △1．5 105．3 △1．7 100．7 0．5 103．7 △1．4 86．4 1．3 103．1 △0．3
2023年1～3月 97．4 △2．4 103．5 △1．7 97．3 △3．4 102．7 △1．0 89．9 4．1 103．6 0．5

4～6月 99．2 1．8 104．8 1．3 99．5 2．3 103．9 1．2 89．0 △1．0 105．5 1．8
7～9月 99．1 △0．1 103．3 △1．4 97．7 △1．8 103．0 △0．9 89．4 0．4 103．6 △1．8
10～12月 97．9 △1．2 104．4 1．1 99．0 1．3 103．6 0．6 93．7 4．8 102．7 △0．9

2023年 2月 97．9 0．5 104．5 3．4 97．3 △1．3 103．8 3．9 88．3 △2．1 103．4 0．6
3月 97．0 △0．9 104．9 0．4 95．9 △1．4 104．3 0．5 89．9 1．8 103．6 0．2
4月 99．0 2．1 105．2 0．3 99．4 3．6 103．8 △0．5 90．5 0．7 104．9 1．3
5月 99．3 0．3 104．1 △1．0 98．9 △0．5 103．5 △0．3 90．9 0．4 105．5 0．6
6月 99．3 0．0 105．0 0．9 100．3 1．4 104．3 0．8 89．0 △2．1 105．5 0．0
7月 96．0 △3．3 103．5 △1．4 96．3 △4．0 102．9 △1．3 85．7 △3．7 105．7 0．2
8月 101．1 5．3 103．1 △0．4 98．0 1．8 102．7 △0．2 85．4 △0．4 104．5 △1．1
9月 100．3 △0．8 103．2 0．1 98．8 0．8 103．3 0．6 89．4 4．7 103．6 △0．9
10月 96．4 △3．9 104．4 1．2 98．7 △0．1 103．6 0．3 90．5 1．2 103．6 0．0
11月 97．8 1．5 103．8 △0．6 99．2 0．5 102．8 △0．8 87．4 △3．4 103．6 0．0
12月 99．6 1．8 105．0 1．2 99．2 0．0 104．4 1．6 93．7 7．2 102．7 △0．9

2024年 1月 r 92．2 △7．4 98．0 △6．7 r 93．4 △5．8 96．6 △7．5 r 91．3 △2．6 101．0 △1．7
2月 p95．5 3．6 97．4 △0．6 p95．2 1．9 95．9 △0．7 p92．2 1．0 101．6 0．6

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％） 百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％） 百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％）

2019年度 956，606△1．4 193，457△1．6 186，290 △7．1 60，425 △5．6 770，317 0．1 133，032 0．2
2020年度 970，241△3．4 196，297△5．1 135，152 △27．5 45，612 △24．5 835，089 2．0 150，685 2．9
2021年度 978，041 0．8 199，978 1．9 144，763 7．1 49，683 8．9 833，277 △0．2 150，295 △0．3
2022年度 1，016，255 3．9 208，918 4．5 171，697 18．6 56，738 14．2 844，558 1．4 152，180 1．3

2022年10～12月 276，185 3．9 57，182 4．0 50，702 7．6 16，683 5．8 225，483 3．1 40，499 3．3
2023年1～3月 251，188 5．3 51，164 4．7 43，334 22．1 14，058 13．5 207，854 2．4 37，107 1．8

4～6月 250，766 3．5 51，992 4．4 40，062 5．6 13，866 6．2 210，704 3．1 38，127 3．8
7～9月 260，275 5．5 53，684 5．7 41，603 4．7 14，073 8．8 218，672 5．7 39，611 4．7
10～12月 288，428 4．4 59，209 3．5 53，070 4．7 17，561 5．3 235，358 4．4 41，648 2．8

2023年 2月 78，283 6．0 15，820 5．2 12，729 33．4 4，176 18．8 65，554 1．9 11，644 1．1
3月 85，564 2．5 17，670 3．6 15，581 11．9 5，117 8．6 69，982 0．6 12，553 1．7
4月 83，265 4．1 17，095 5．2 12，994 6．4 4，497 7．6 70，271 3．7 12，598 4．4
5月 83，822 2．6 17，436 3．7 13，296 4．5 4，528 5．3 70，526 2．3 12，908 3．2
6月 83，679 3．8 17，461 4．3 13，772 6．1 4，840 5．7 69，908 3．4 12，621 3．8
7月 89，244 5．4 18，741 5．9 14，799 3．9 5，224 7．6 74，445 5．7 13，517 5．2
8月 88，339 7．4 17，859 6．5 13，326 9．8 4，289 10．9 75，013 7．0 13，570 5．1
9月 82，691 3．8 17，085 4．8 13，478 0．9 4，560 8．1 69，213 4．4 12，525 3．7
10月 87，099 4．6 17，999 3．9 15，100 3．4 4，979 5．3 71，998 4．9 13，020 3．4
11月 88，100 4．6 18，363 4．4 15，693 5．5 5，506 6．4 72，407 4．4 12，857 3．6
12月 113，229 4．2 22，846 2．6 22，277 4．9 7，075 4．4 90，952 4．0 15，771 1．8

2024年 1月 90，583 3．7 18，264 3．3 15，915 5．9 5，046 5．9 74，667 3．2 13，218 2．4
2月 85，322 9．0 17，021 7．6 15，843 24．5 4，739 13．5 69，479 6．0 12，282 5．5

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。

主要経済指標（１）

― ２６ ―ほくよう調査レポート 2024年5月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％） 百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％） 百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％）

2019年度 149，070 2．8 45，211 2．2 283，490 6．6 70，096 7．1 133，409 △0．4 33，010 0．7
2020年度 155，961 4．6 49，172 8．4 281，690 △0．6 72，342 3．2 140，449 5．3 35，211 6．7
2021年度 151，468△2．9 46，757△4．9 282，274 0．2 73，922 2．2 138，437 △1．4 33，683 △4．3
2022年度 148，484△2．0 46，665△0．2 293，364 3．9 78，206 5．8 138，186 △0．2 33，395 △0．9

2022年10～12月 37，469△2．4 11，950 1．1 74，096 6．3 20，133 8．4 37，619 2．8 8，915 1．2
2023年1～3月 38，588△0．7 11，957△1．3 72，941 6．1 19，321 6．2 26，187 1．4 7，397 △0．3

4～6月 31，320△14．3 10，591△4．9 75，609 6．2 20，562 9．1 38，875 △2．8 8，797 △1．1
7～9月 40，293 12．3 11，990 3．0 81，426 8．3 21，766 9．3 34，106△0．8 8，337 1．9
10～12月 38，466 2．7 11，786△1．4 78，858 6．4 21，789 8．2 36，929 △1．8 8，880 △0．4

2023年 2月 10，691 4．5 3，473 1．4 23，955 2．1 6，120 5．5 7，363 0．0 2，248 0．1
3月 14，473△8．9 4，293△4．4 22，648 6．1 6，716 7．9 9，879 5．0 2，680 0．3
4月 10，582△15．8 3，421△3．8 25，270 5．5 6，737 8．9 12，465 △7．2 2，997 0．4
5月 10，180△17．3 3，511△4．6 24，546 5．3 6，852 9．0 14，381 △0．7 3，040 △2．0
6月 10，558△9．4 3，660△6．2 25，793 7．9 6，973 9．4 12，029 △0．4 2，760 △1．8
7月 13，572 5．2 4，470 5．2 26，724 8．7 7，457 10．2 12，582 0．8 3，023 5．2
8月 13，831 26．3 3，757 3．9 27，639 7．0 7，292 7．7 11，353 △0．2 2，766 0．9
9月 12，890 7．1 3，764△0．4 27，063 9．4 7，017 10．2 10，171 △3．4 2，548 △0．8
10月 11，883 1．8 3，397△3．4 25，978 8．9 7，111 10．3 11，712 △1．5 2，802 △1．5
11月 11，899 4．6 3，708 3．3 25，861 4．7 6，940 8．9 11，706 4．7 2，756 3．1
12月 14，684 1．8 4，682△3．4 27，019 5．8 7，739 5．8 13，511 △7．1 3，322 △2．2

2024年 1月 12，570△6．4 3，941△6．0 27，591 4．8 6，959 7．3 8，535 △4．6 2，444 △1．0
2月 11，335 6．0 3，423△1．4 25，954 8．3 6，815 11．4 7，409 0．6 2，278 1．3

資料 経済産業省、北海道経済産業局

年月
コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数
北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
2019年度 582，414 1．6 121，748 1．0 272，976 7．0 291，235 0．8 13，267 △2．1 1，584 △15．9
2020年度 562，664△3．4 115，600△5．0 264，590 △3．1 276，167 △5．2 4，601 △65．3 0 △100．0
2021年度 573，792 2．0 118，043 2．4 263，733 △0．3 280，935 1．7 6，376 38．6 0 △57．1
2022年度 605，785 5．6 123，530 4．6 284，288 7．8 293，671 4．5 11，361 78．2 4587640366．7

2022年10～12月 154，669 7．3 31，916 6．0 319，672 17．2 304，022 4．1 2，945 37．6 130 －
2023年1～3月 145，251 6．7 29，751 5．4 283，926 4．6 295，539 3．9 2，790 78．3 324 －

4～6月 154，838 6．0 31，535 4．8 267，208 0．8 288，355 △0．5 3，272 41．4 21121137100．0
7～9月 175，618 9．9 33，411 5．2 265，584 △1．0 285，955 0．2 4，019 21．3 3779100．6
10～12月 160，625 3．9 32，624 2．2 300，961 △5．9 306，138 0．7 3，259 10．6 371 185．7

2023年 2月 45，798 7．5 9，265 6．2 275，903 5．1 272，214 5．6 915 141．9 118 －
3月 50，671 6．8 10，562 6．0 302，869 8．2 312，758 1．8 1，059 65．8 82 －
4月 49，802 5．3 10，395 5．3 284，504 0．7 303，076 △0．5 937 44．7 585839400．0
5月 52，342 6．6 10，633 5．5 247，593 △4．3 286，443 △0．4 1，134 44．4 63 －
6月 52，694 6．0 10，506 3．6 269，528 6．0 275，545 △0．5 1，200 36．3 90 －
7月 59，567 9．3 11，403 5．2 265，412 2．0 281，736 △1．3 1，294 22．7 14710386．0
8月 61，432 13．8 11，391 6．3 260，838 △6．6 293，161 1．1 1，455 20．7 1355939．7
9月 54，619 6．6 10，617 4．0 270，502 1．9 282，969 0．7 1，270 20．7 9420891．1
10月 54，148 5．2 10，815 2．2 313，239 6．1 301，974 1．3 1，188 13．8 1025385．7
11月 50，795 3．5 10，334 0．1 276，338 △15．3 286，922 0．3 1，004 9．4 98 324．9
12月 55，682 2．9 11，475 4．2 313，306 △7．1 329，518 0．4 1，067 8．5 172 63．5

2024年 1月 50，120 2．7 10，086 1．6 276，337 1．2 289，467 △4．0 944 15．8 r 193 55．7
2月 48，501 5．9 9，768 5．4 261，579 △5．2 279，868 2．8 1，037 13．4 p 184 56．1

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 ㈳北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度及び四半期の数値は月平均値。 ■「p」は速報値、
「r」は修正値。

主要経済指標（２）

― ２７ ― ほくよう調査レポート 2024年5月号
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年月
新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国
戸 前 年 同

月比（％） 百 戸 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 億 円 前 年 同

月比（％）
2019年度 32，486 △9．2 8，837 △7．3 1，756 △6．0 43，019 △6．6 104，036 △0．3
2020年度 31，772 △2．2 8，122 △8．1 1，852 5．5 40，030 △6．9 94，870 △8．8
2021年度 32，091 1．0 8，659 6．6 1，732 △6．5 43，738 9．3 103，732 9．3
2022年度 29，576 △7．8 8，608 △0．6 1，384 △20．1 43，279 △1．0 107，937 4．1

2022年10～12月 7，051 △12．6 2，162 △1．6 247 △29．3 9，559 △25．2 24，735 △3．6
2023年1～3月 4，748 △4．6 2，017 0．6 248 △26．9 9，346 △3．7 29，047 1．8

4～6月 9，090 1．1 2，078 △4．7 454 △8．5 10，166 △20．2 25，063 △6．7
7～9月 7，681 △12．5 2，075 △7．7 478 21．8 9，703 △16．5 25，325 △7．2
10～12月 7，217 2．4 2，026 △6．3 222 △10．3 10，247 7．2 24，115 △2．5

2023年 2月 1，224 △10．5 644 △0．3 68 △48．0 3，216 △7．0 7，808 9．8
3月 2，491 △0．0 737 △3．2 101 △36．9 2，540 △23．2 13，801 △3．5
4月 3，099 △4．1 673 △11．9 217 55．6 4，348 △3．4 8，741 △5．9
5月 2，424 △4．5 696 3．5 120 1．3 2，872 △22．5 7，022 △8．7
6月 3，567 10．7 710 △4．8 116 △51．1 2，947 △35．1 9，300 △5．8
7月 2，724 △12．2 682 △6．7 66 △57．5 3，195 △31．1 7，527 △13．0
8月 2，667 △16．1 704 △9．4 168 64．4 3，280 △11．3 7，429 △7．7
9月 2，290 △8．4 689 △6．8 245 80．0 3，228 △1．9 10，369 △2．2
10月 3，091 16．3 718 △6．3 93 △12．3 4，109 26．9 7，574 △2．2
11月 2，158 △10．3 662 △8．5 70 △20．1 2，956 △6．6 7，384 △5．0
12月 1，968 △1．0 646 △4．0 59 9．9 3，183 0．8 9，156 △0．7

2024年 1月 862 △16．6 588 △7．5 16 △80．0 3，040 △15．3 6，626 △10．9
2月 1，340 9．5 592 △8．2 32 △53．8 2，793 △13．2 7，665 △1．8

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数
北海道 全国

合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車
台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）

2019年度 170，602 △4．4 58，907 △3．8 57，834 △4．9 53，861 △4．6 4，173，186 △4．4
2020年度 154，391 △9．5 52，964 △10．1 49，677 △14．1 51，750 △3．9 3，859，250 △7．5
2021年度 139，868 △9．4 52，310 △1．2 41，815 △15．8 45，743 △11．6 3，467，561 △10．1
2022年度 151，633 8．4 60，138 15．0 43，625 4．3 47，870 4．6 3，613，705 4．2

2022年10～12月 34，120 13．6 12，665 11．7 9，483 7．3 11，972 21．3 888，197 10．7
2023年1～3月 46，795 23．6 20，668 46．4 12，308 8．2 13，819 11．7 1，154，094 16．7

4～6月 41，526 22．6 17，769 45．6 11，847 8．3 11，910 11．0 893，600 23．4
7～9月 38，527 4．6 15，347 5．1 10，697 △1．8 12，483 10．0 964，932 13．9
10～12月 37，722 10．6 15，116 19．4 9，660 1．9 12，946 8．1 980，101 10．3

2023年 2月 13，286 32．4 5，943 78．6 3，454 14．3 3，889 5．5 356，281 22．9
3月 21，976 20．7 9，726 34．3 6，244 19．2 6，006 4．9 477，943 12．1
4月 14，763 24．6 6，708 49．1 4，196 11．3 3，859 7．8 289，525 18．5
5月 12，002 28．4 4，702 43．0 3，319 12．9 3，981 27．7 272，042 28．4
6月 14，761 16．5 6，359 44．1 4，332 2．5 4，070 0．9 332，033 23．9
7月 12，739 △3．0 5，537 7．4 3，430 △13．7 3，772 △5．9 320，996 11．4
8月 11，364 11．2 4，206 4．6 3，303 6．2 3，855 24．6 280，537 19．8
9月 14，424 7．0 5，604 3．2 3，964 4．0 4，856 14．4 363，399 11．8
10月 13，462 11．9 5，416 26．5 3，530 △4．4 4，516 11．3 334，485 13．1
11月 13，546 12．5 5，176 19．9 3，587 7．0 4，783 9．4 344，045 11．7
12月 10，714 6．6 4，524 11．3 2，543 4．3 3，647 2．9 301，571 6．1

2024年 1月 10，214 △11．4 4，337 △13．2 2，609 △0．0 3，268 △16．7 285，429 △10．8
2月 10，439 △21．4 4，478 △24．7 2，515 △27．2 3，446 △11．4 298，495 △16．2

資料 ㈳日本自動車販売協会連合会、㈳全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）
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年月
公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％）

倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

2019年度 956，227 11．5 150，255 6．8 1．19 1．41 32，091 △2．7 827，467 △4．5 2．5 2．4
2020年度 981，951 2．7 153，658 2．3 0．96 1．01 27，775 △13．4 658，838 △20．4 3．1 2．9
2021年度 962，717 △2．0 140，503 △8．6 0．98 1．05 29，623 6．7 718，719 9．1 3．1 2．8
2022年度 906，498 △5．8 139，937 △0．4 1．09 1．19 32，248 8．9 784，749 9．2 3．0 2．6

2022年10～12月 65，461 △7．4 23，802 △5．4 1．17 1．27 31，328 7．1 779，002 7．0 2．7 2．4
2023年1～3月 134，818 △9．5 29，368 14．7 1．08 1．26 31，794 1．2 815，826 5．3 2．6 2．6

4～6月 587，372 19．3 52，794 7．1 0．96 1．12 29，921 △8．4 768，598 0．3 3．2 2．7
7～9月 215，213 0．5 37，944 1．3 1．01 1．17 29，436 △11．3 765，336 △1．6 2．8 2．6
10～12月 68，159 4．1 25，773 8．3 1．03 1．21 28，772 △8．2 753，696 △3．2 2．7 2．4

2023年 2月 10，031 △38．7 8，978 52．2 1．08 1．27 31，401 3．4 820，272 10．5 2．6 2．5
3月 119，060 △1．6 15，301 5．5 1．05 1．22 32，558 △3．6 805，234 0．8 ↓ 2．8
4月 247，252 33．8 20，480 1．9 0．97 1．13 30，632 △12．0 761，716 △1．4 ↑ 2．7
5月 165，658 14．9 14，163 11．8 0．95 1．10 28，226 △5．5 754，719 3．8 3．2 2．7
6月 174，462 6．9 18，151 9．9 0．97 1．12 30，904 △7．4 789，359 △1．4 ↓ 2．6
7月 100，138 △2．4 13，802 6．8 1．00 1．15 30，150 △13．0 752，478 △2．6 ↑ 2．6
8月 61，565 2．9 11，147 △3．6 1．01 1．17 28，367 △6．7 763，193 1．0 2．8 2．7
9月 53，509 3．8 12，995 0．1 1．01 1．18 29，792 △13．7 780，336 △3．1 ↓ 2．6
10月 38，890 5．5 10，933 3．6 1．02 1．19 31，916 △8．9 813，788 △2．1 ↑ 2．5
11月 20，175 1．3 7，647 9．9 1．04 1．20 27，780 △8．0 733，842 △4．4 2．7 2．4
12月 9，093 4．7 7，193 14．5 1．04 1．23 26，619 △7．5 713，459 △3．3 ↓ 2．3

2024年 1月 7，927 38．4 5，734 12．7 1．00 1．21 29，213 △7．0 793，995 △3．4 － 2．4
2月 19，396 93．4 8，917 △0．7 1．00 1．20 29，943 △4．6 794，486 △3．1 － 2．6

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか2社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度及び四半期の
数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月
消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数

（負債総額1，000万円以上） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

2020年＝100 前 年 同
月比（％）2020年＝100

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
2019年度 100．5 0．8 100．3 0．6 207 △7．6 8，631 6．4 108．68 18，917
2020年度 99．8 △0．7 99．9 △0．4 166 △19．8 7，163 △17．0 106．04 29，179
2021年度 100．2 0．5 99．9 0．1 144 △13．3 5，980 △16．5 112．36 27，821
2022年度 103．9 3．6 103．0 3．0 214 48．6 6，880 15．1 135．40 28，041

2022年10～12月 104．9 4．4 103．8 3．8 50 47．1 1，783 15．9 141．46 26，095
2023年1～3月 104．8 3．8 104．0 3．5 65 32．7 1，956 30．1 132．24 28，041

4～6月 105．9 3．5 104．9 3．2 59 0．0 2，086 34．1 137．30 33，189
7～9月 107．2 3．6 105．6 3．0 64 60．0 2，238 41．2 144．55 31，858
10～12月 107．9 2．8 106．4 2．5 81 62．0 2，410 35．2 147．81 33，464

2023年 2月 104．4 3．5 103．6 3．1 18 28．6 577 25．7 132．68 27，446
3月 104．8 3．2 104．1 3．1 33 22．2 809 36．4 133．85 28，041
4月 105．6 3．5 104．8 3．4 17 6．3 610 25．5 133．33 28，856
5月 105．6 3．3 104．8 3．2 20 △9．1 706 34．7 137．37 30，888
6月 106．4 3．8 105．0 3．3 22 4．8 770 41．0 141．19 33，189
7月 106．9 3．7 105．4 3．1 24 166．7 758 53．4 141．21 33，172
8月 107．3 3．8 105．7 3．1 25 78．6 760 54．5 144．77 32，619
9月 107．5 3．3 105．7 2．8 15 △11．8 720 20．2 147．67 31，858
10月 108．0 3．5 106．4 2．9 28 40．0 793 33．1 149．53 30，859
11月 107．9 2．6 106．4 2．5 20 42．9 807 38．9 149．83 33，487
12月 107．7 2．4 106．4 2．3 33 106．3 810 33．7 144．07 33，464

2024年 1月 107．7 2．5 106．4 2．0 19 35．7 701 23．0 146．57 36，287
2月 108．0 3．4 106．5 2．8 18 0．0 712 23．4 149．42 39，166

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２４年１～３月期実績、２０２４年４～６月期見通し）

●経営のアドバイス
時間外労働の上限規制（２０２４．４）
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